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アジアにおける防災衛星システムの

構築と国際協力の推進

　我が国は地震や台風による災害が多く、海溝型地震等による大規模災害の発生が懸念

されている。アジア地域についても、インドネシア・スマトラ島沖大規模地震やインド

洋津波が記憶に新しい。自然災害は発生を防止できないため、被災者の迅速な救助や災

害リスクの識別による被害の軽減措置が重要である。地球観測衛星は、災害の影響を受

けることなく被災地域を広範囲にわたり迅速に観測できるため、航空機、ヘリ等から得

られる情報と組み合わせて被災状況を把握し、救助活動を効果的にすることが期待でき

る。また、同一地域の定期的観測ができるため、災害リスクの識別ができると考えられる。

　第 3 期科学技術基本計画に基づき総合科学技術会議が取りまとめた分野別推進戦略で

は、｢ 災害監視衛星利用技術 ｣ を含む ｢ 減災を目指した国土の監視・管理技術 ｣ を、戦略

重点科学技術の一つとして位置付けており、2015 年度までに衛星観測監視システムを構

築し、防災・減災に役立つ観測データを継続的に提供することによる国民の安全・安心

の確保への貢献を目標としている。地球観測衛星の活用を検討するため、宇宙航空研究

開発機構 (JAXA) の陸域観測技術衛星 ｢ だいち ｣ による防災利用実証実験が行われており、

衛星地形図、ハザードマップの作成等の新たな利用技術が開発･検証され、防災活動に浸

透しつつある。また、我が国と同様に地震、台風等の被害を受けているアジア地域のた

めに、センチネル・アジアと言う枠組みで 2006 年 10 月から ｢ だいち ｣ の画像データ等

がインターネット経由で提供されている。多島国であることや道路網・通信網の整備状

況等のため、被害状況の把握が困難な場合もあり、地球観測衛星は有効な被害状況把握

手段となる。2007 年 9 月の時点でアジア地域等の 20 カ国 51 機関および 8 国際機関が

参加しており、アジア諸国の関心は高いと言える。しかし、ブロードバンドのネットワー

クが普及していない地域では、大容量データの迅速なダウンロードが困難なため、解像

度を下げた画像データの提供が行われている。今後打ち上げられる超高速インターネッ

ト衛星 ｢ きずな ｣ では、東南アジア向けのアンテナを搭載しており、大容量のデータ伝送

が可能となるため、センチネル･アジアでも利用が計画されている。

　一方、欧州でも、緊急対応における地球観測衛星の活用が計画されており、2008 年頃

には陸域観測、海洋観測および緊急対応の 3 つの中核業務を開始する予定である。欧州

委員会が運営体制を構築し、欧州宇宙機関が開発する衛星や欧州各国政府、民間の衛星

のデータを利用して、被害状況の把握、災害リスクの識別等のための情報を欧州各国政

府機関、国連等へ提供することを計画している。

　我が国が、地球観測衛星の防災への応用においてアジア諸国との国際協力を推進し、

アジア諸国との友好関係を維持・強化することは、我が国の国益にも資する。地球観測

衛星、超高速インターネット衛星を科学技術外交のためのツールの一つとして位置付け、

宇宙外交を推進し、我が国のみならずアジア地域の防災活動に貢献すべきである。

科学技術動向

概　要



科 学 技 術 動 向　2007 年 11 月号

20

科学技術動向研究

アジアにおける防災衛星システムの

構築と国際協力の推進

清水　貴史
推進分野ユニット

　我が国は地震による災害が多

く、首都直下型地震や海溝型地震

である東海地震、東南海・南海地

震、日本海溝・千島海溝周辺海溝

型地震による大規模災害の発生が

懸念されている。内閣府が取りま

とめ、2007 年 6 月 1 日に閣議決

定された平成19年版防災白書 1)

によると、さらに、従来、切迫性

が指摘されていなかった地域でも

地震が発生している。阪神・淡路

大震災以来、平成 16 年新潟県中

越地震、福岡県西方沖地震、平

成 19 年能登半島地震等が発生し、

さらに 2007 年 7 月 16 日には平

成 19 年新潟県中越沖地震が発生

した。この地震は、海底活断層が

原因と推定されており、この様な

断層は日本近海に多数あるが、海

底のため十分な調査が行われてい

ないとも言われている 2)。

　我が国では台風による豪雨･暴

風雨災害も多く、近年は、地球温

暖化による影響のためか、集中

豪雨による被害も頻発している。

2007 年 6 月 11 日 か ら 7 月 17

日にかけての梅雨前線、台風 4 号

による豪雨･暴風雨災害では、熊

本県、宮崎県、鹿児島県等に大き

な被害が発生し、政府は 2007 年

8 月 7 日、平成 19 年新潟県中越

沖地震とともに、台風 4 号による

豪雨･暴風雨災害を激甚災害に指

定した 3)。少子高齢化、地方の過

疎化が進展しているため、災害に

対する脆弱性が増していることも

あり、以前にも増して防災・減災

に向けた取り組みが重要である。

　我が国以外のアジア地域につい

ても、インドネシア・スマトラ島

沖大規模地震およびインド洋津波
4) が 記 憶 に 新 し い。2004 年 12

月 26 日、スマトラ島沖を震源と

し、マグニチュード 9.0 の地震が

発生し、さらにこの地震により大

津波が発生し、インドネシア、イ

ンド、タイ等に大規模災害を及ぼ

した。アジア地域は、津波に加え

地震、台風、洪水等により多くの

被害を受けている。

　我が国は地球観測衛星の防災利

用に係る研究開発を推進してお

り、我が国のためのみならず、こ

の分野において、自然災害により

多くの被害を受けているアジア諸

国との国際協力を推進し、友好関

係を維持･強化することは、我が

国の国益にも資する。

　アジア地域で、大型ロケット･

衛星の開発および自国領域内から

の打上げを行える国は、現状、我

が国、インドおよび中国である。

韓国が、衛星開発能力の獲得に続

き、自国領域内からのロケット打

上げ能力の保有に向け活動してお

り、他の諸国では、欧米等との協

力により、政府が、小型地球観測

衛星を開発している段階である。

我が国の宇宙技術を外交ツールと

して活用できる可能性は大きく、

また積極的に活用すべきである。

1  はじめに● 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●

2  科学技術基本計画における位置付けと検討会報告書● 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●

２‐１

科学技術基本計画における

位置付け

　第 3 期科学技術基本計画 (2006

～ 2010 年度 ) に基づき総合科学

技術会議が取りまとめた分野別推

進戦略 5) では、社会基盤分野の防

災において、｢ 災害監視衛星利用

技術 ｣ を含む ｢ 減災を目指した国

土の監視・管理技術 ｣ が、集中投

資を行う戦略重点科学技術の一つ

として位置付けられている。

　｢ 災害監視衛星利用技術 ｣ は、

衛星による災害監視・情報利用技

術および準天頂高精度測位実験を

技術の範囲とし、選定理由として、

「大規模自然災害に対し広域性、

同報性、耐災害性を有する衛星に

よる自律的な災害監視や危機管理
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図表 1　次期地球観測衛星システムの基本方針

3  アジア地域における自然災害 ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●

献すると期待できる。また、同一

地域を定期的に観測できるため、

土地利用状況の変化に対応した地

形情報を抽出し、災害リスクの識

別に利用できると考えられる。

２‐２

検討会報告書

　内閣府および文部科学省は、

2006 年 2 月、「防災のための地

球観測衛星等の利用に関する検討

会」を立ち上げ、防災関連の府省

庁・機関・有識者等を交えて検討

を 行 い、2006 年 9 月、｢ 防 災 の

ための地球観測衛星システム等の

構築および運用の進め方 ｣ を発表

した 7)。防災関連府省庁等から提

示された地震、火山、風水害、海

上・沿岸災害等の分野における利

用ニーズが取りまとめられた結

果、次期地球観測衛星システムに

対する基本方針が図表 1 のとお

り設定された。

　地球観測衛星に搭載される観測

機器の代表例としては、光学セン

サと合成開口レーダ等のマイクロ

波センサが挙げられる。光学セン

サは、地表面等で反射される可視

光、赤外線等をある観測波長帯で

受光し、地表面等を観測するもの

で、メートルオーダー程度または

それ以上の高分解能での観測が可

能なものもあるが、反射光を観測

するため、日中の観測に限定され、

また雲による影響を受ける。一つ

の観測波長帯のみ有するものをパ

ンクロマチック光学センサ、また

複数の観測波長帯を有するものを

マルチスペクトル光学センサと呼

ぶ。マイクロ波センサは、昼夜、

天候に左右されずに観測を行うこ

とができ、合成開口レーダの場合、

電波を地表面等に放射し、反射波

を受信して地表面等を観測する、

また地表等から放射されるマイク

ロ波を受動的に受信するセンサも

ある。

　この報告書では、現状、防災関

係府省庁および地方公共団体は、

航空機、地上機器等から得られる

観測データ等の情報を用いて、大

規模自然災害に対応しているが、

地球観測衛星では数十 km 程度の

広範囲にわたる被害状況の把握、

夜間・悪天候時の観測が可能とな

るため、救助活動・救援活動の実

効性が高まり、災害監視分野にお

いて地球観測衛星の活躍が期待で

きるとの考えが示されている。

出典：文部科学省　参考文献 7）

　1990 年から 2006 年の間に発

生した自然災害の発生件数およ

び人的被害を図表 2 に示す。こ

れは、ベルギーのルーベン大学に

設置されている ｢ 災害による疫学

研 究 所 ｣（Centre for Research 

on Epidemiology of Disasters: 

CRED）が 運 営 し て い る 緊 急 災

害 デ ー タ ベ ー ス（Emergency 

Disaster Database: EM-DAT）8)

を使用して作成したものである。

自然災害としては、地震、洪水、

地滑り・雪崩、火山噴火、台風・

暴風、津波・高潮を考慮した。

センサ

　高分解能パンクロマチック光学センサ（目標分解能 1m 程度）

　マルチスペクトル光学センサ（冠水域、油流出、植生、土地被覆等の判読）

　合成開口レーダ（夜間・悪天候時の観測への対応）

観測幅

　目標観測幅 50km 以上（地震では 40 ～ 70km、風水害では 30 ～ 50km 程度の観測

幅が必要。高分解能パンクロマチック光学センサによる広域観測の実現が重点目

標。）

観測頻度
　災害発生直後概ね 3 時間以内の観測（光学センサおよび合成開口レーダを別々の

衛星に搭載、各衛星 2 機ずつの 4 機体制によるシステム構成を検討。）

情報の利用は、減災対策において

非常に有効な手段の一つであるこ

と」が挙げられている。成果目標

としては、｢2015 年度までに衛星

観測監視システムを構築し、防災・

減災に役立つ観測データを継続的

に提供することにより、国民の安

全・安心の確保に貢献する ｣ こと

が掲げられている。

　なお、2007 年 6 月 19 日に閣

議決定された ｢ 経済財政改革の基

本方針 2007｣ 6) においても、｢ 衛

星を活用した測位・監視やインテ

リジェンス機能の強化、災害情報

共有システム等の治安・防災等に

資する科学技術の研究開発・利活

用を図る ｣ との方針が示されてい

る。

　準天頂衛星は、米国の全球測位

システム (GPS) を補完・補強し、

正確な位置・時刻情報を提供でき

るため、災害応急対応活動等に

とって今後有効なツールになると

考えられる。地球観測衛星は、災

害による影響を受けることなく被

災地の状況を広範囲にわたり迅速

に観測できるため、航空機、ヘリ

等から得られる情報と組み合わせ

ることで、被災状況の把握に役立

ち、救助活動の効果的な実施に貢
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図表 2　世界の自然災害 (1990 ～ 2006 年：地域別 )

　東アジア、東南アジアおよび南

アジアにおける自然災害の発生件

数は、世界全体の約 38％である

が、死者数では約 84％、負傷者

数では約 92％、被災者数では約

96％となっており、これら地域

が自然災害により大きな被害を受

けていることが分かる。

　1990 年から 2006 年の間に発

生した地震、洪水、台風・暴風等

の災害種類別の被害状況を図表 3

に示す。地震、洪水および台風・

暴風による被害の占める割合の大

きいことが分かる。その他の災害

による死者数が大きいが、その大

部分は 2004 年に発生したインド

洋津波によるものである。津波は

発生頻度が低いものの、いったん

発生すると多大な被害を及ぼすと

言える。

　自然災害は、その発生を防止す

ることができないため、災害発生

時の迅速な人命救助や被害の軽減

措置が重要である。地球観測デー

タは、地震、洪水、台風・暴風等

による被害状況の把握や災害リス

クの識別に利用できる。アジアで

は、多島国であることや道路網・

通信網の整備状況等のため、被害

状況の把握が困難な場合もあり、

地球観測衛星は有効な被害状況把

握手段となる。また、地図の整備

が十分ではない地域では、地球観

測データによる洪水ハザードマッ

プの作成・利用も考えられる。

図表 3　世界の自然災害 (1990 ～ 2006 年：災害種類別 )

Source: "EM-DAT : The OFDA/CRED International Disaster Database
www.em-dat.net - Université Catholique de Louvain - Brussels - Belgium"

Source: "EM-DAT : The OFDA/CRED International Disaster Database
www.em-dat.net - Université Catholique de Louvain - Brussels - Belgium"
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4  防災衛星システムの構築に向けた内外の動向 ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●

　我が国では、陸域観測技術衛星

｢ だいち ｣ を用いた防災利用実証

実験が行われており、また超高速

インターネット衛星 ｢ きずな ｣ の

防災への応用も検討されている。

欧州でも、緊急対応における地球

観測衛星の利用の実用化が計画さ

れており、我が国のみならず、欧

州においても防災のための地球観

測衛星の利用が推進されている。

４‐１

我が国の動向

(１）｢ だいち ｣ による防災利用

実証実験
　宇宙航空研究開発機構 (JAXA)

の陸域観測技術衛星 ｢ だいち ｣ は、

2 万 5000 分の 1 の地図の作成、

資源の探査等のほか、災害によ

る被害状況の把握を目的として、

2006 年 1 月 24 日に打ち上げら

れ、初期機能確認・初期校正検証

が完了した後、2006 年 10 月 24

日から定常運用に移行している。

搭載されているセンサは、光学セ

ンサのパンクロマチック立体視セ

ンサおよび高性能可視近赤外放射

計 2 型、ならびにマイクロ波セン

サのフェーズドアレイ方式 L バ

ンド合成開口レーダである。これ

らセンサの概要は図表 4 ～ 6 を

参照のこと。

　第 2-2 項で述べた検討会は、防

災のための次期地球観測衛星シス

テムの開発・運用に向け、防災関

連業務における地球観測衛星利用

の実効性向上の検証等を行うこと

を目的に、「だいち」による防災利

用実証実験計画をとりまとめ 7)、

テーマ毎に作業グループが設立さ

れることになった（図表 7）。

　風水害による被害の把握に関す

る実証実験や地方公共団体の多様

な防災活動における衛星地形図の

利用実証実験等も検討を進めるこ

とになっており、岐阜県および財

団法人岐阜県建設研究センターの

ほか、高知県四万十市、新潟県三

条市および新潟県見附市が ｢ だい

ち ｣ による防災利用実証実験を行

うため、JAXA と覚書を締結して

いる。

　国土地理院が提供している 2 万

5000 分の 1 地形図は、統一した

規格で全国をカバーしている最も

詳細な国の基本図であり、航空写

真を利用して作成・更新されてい

るが、コスト・時間等の制約のた

め、現状では、更新周期が都市部

では 3 年程度、また山間部では

10 年程度である 9)。

　一方、｢ だいち ｣ のパンクロマ

チック立体視センサおよび高性能

可視近赤外放射計 2 型の観測デー

タと国土地理院が発行する数値地

図 25000 とを重ね合わせること

で、｢ 衛星地形図 ｣ と呼ばれる地形

図情報を作成することができる 10)。

｢ だいち ｣ は、定期的に同一地域

を観測できるため、この衛星地形

図により土地利用状況の変化に対

応した地形図情報を提供すること

が可能となるので、図表 7 のテー

マ ｢ 衛星地形図の作成および防災

利用 ｣ において衛星地形図の防災

分野への活用が検討されている。

また、国土地理院の電子国土を活

用した衛星地形図の作成も検討さ

れており、さまざまな縮尺の衛星

図表 4　パンクロマチック立体視センサ

出典：JAXA

図表 5　高性能可視近赤外放射計 2 型

出典：JAXA

PRISM

70km

70km/35km

JAXA

AVNIR-2

 44
760km

観測幅70 km観測幅70 km
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図表 6　フェーズドアレイ方式 L バンド合成開口レーダ

出典：JAXA

図表 7　「だいち」による防災利用実証実験

 : 9.9 50.8
(  : 34.3 )

#1

#18

#1

#5
350 km

:20.1  36.5

: 8 60
18 43

1  ( #1 #18) 

70 km 

2

3.

No. テーマ 実施内容

1
衛星地形図の作成お
よび防災利用

「だいち」の観測データと地図情報を融合した衛星地形図の作
成および災害の予防、被災時の状況把握等における衛星地形図
の利用実証

2
火山活動の評価およ
び噴火活動の把握

「だいち」の観測データによる火山活動の監視・異常検出手法
に関する検討および火山活動評価における利用実証

3
地殻・地盤変動およ
び被害把握

「だいち」の観測データによる地殻・地盤変動の検出における
利用実証

4
RASにおける「だいち」
データ利用

大規模地震等による被災状況の把握を目的として開発された
「人口衛星等を活用した被害早期把握システム（RAS）」におけ
る「だいち」の観測データの利用実証

5
海上・沿岸災害状況
把握

「だいち」の観測データによる重油流出等の災害状況の把握に
おける利用実証

6
土砂災害の予兆およ
び被害把握

土砂災害危険箇所を対象とした地すべりの予兆把握および土砂
崩れ全般の被害把握のための技術実証

出典：文部科学省　参考文献 7）

衛星地上軌跡衛星地上軌跡

90km90km

観測可能域870km観測可能域870km

地形図がインターネット経由で利

用できるようになる 11)。

　地方公共団体の対応能力を超え

る大規模災害が発生した場合、地

元の消防、警察のみでは対応でき

ないため、警察庁、消防庁、海上保

安庁、さらには自衛隊が災害派遣さ

れ、広域的な応援が実施される 12)。

これら外部からの支援者は、地元

の地理に詳しくないため、救助・

救急活動、救援物資の輸送等の迅

速な実施のためには、土地利用状

況の変化に対応した衛星地形図が

重要な役割を果たす。衛星地形図

と航空機、ヘリ、現場作業者等に

より取得された現場観測データと

が統合され、最新の地形図情報が

提供されれば、効率的な災害応急

対応活動の実施に貢献することが

できる。

　｢ だいち ｣ のパンクロマチック

立体視センサやフェーズドアレイ

方式 L バンド合成開口レーダの

データを使用すると ｢ 数値標高モ

デル ｣ と呼ばれる立体地形図を作

成することができ、洪水、津波、

台風の際の浸水予想を行うことが

できるため、ハザードマップの作

成に活用することが考えられる
13)。アジア地域は、洪水、津波、
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図表 8　｢ きずな (WINDS)｣ の災害応急対応活動利用

出典：JAXA

台風による被害を多く受けてお

り、この様なハザードマップを作

成・利用することができれば、こ

の地域での防災対策に有益である

と考えられる。

(２）超高速インターネット衛星
　地方公共団体の地理情報システ

ムには、道路・鉄道、避難場所、

医療施設、高齢者等の要援護者の

住所、電気・ガス・水道・電話等

のライフラインと言った地方公共

団体固有の情報が取り込まれてい

る。災害応急対応に当たる国の関

係者が、現場でインターネットを

介して、地方公共団体の地理情報

システムへのアクセスおよび利用

を行うことができれば、必要な情

報を必要な時に入手できるため、

災害応急対応活動の効率化につな

がると考えられる。被災地の情報

通信網が被害を受けている場合、

この様なアクセスおよび利用はで

きなくなるが、2007 年度冬期に

打ち上げられる予定の超高速イン

ターネット衛星 ｢ きずな ｣ により

インターネット網を構築すること

で、将来的には、この問題に対

処することができるようになる。

｢ きずな ｣ は、直径 45cm の地上

局アンテナで送信速度約 1.5 ～

6Mbps、 受 信 速 度 約 155Mbps、

また直径 5m 級の地上局アンテナ

で送受信速度約 1.2Gbps の超高

速データ伝送を実現する 14)。

　｢ きずな ｣ は、9 本のビーム ( 北

海道東、北海道西 、東北 、関東 

、中部 、近畿 、中四国、九州、

沖縄 ) でほぼ日本全土をカバーし

ており、同一ビーム内での双方向

インターネット通信、例えば地方

公共団体の地理情報システムと被

災現場の端末との間の双方向通信

や異なるビーム間での双方向イン

ターネット通信、例えば被災現場

の端末と中央の災害対策本部等の

端末との間の双方向通信が可能と

なる。また、電子メール、デジカメ

画像等のデジタル情報の交換が迅

速に行えるようになる ( 図表 8 )。

４‐２

欧州の動向

　欧州連合 (EU) は、欧州宇宙機

関 (ESA) と協力して、EU 加盟国

の政府および地方公共団体の防災

業務等の遂行を支援するために、

地球観測データの収集・配布を

行うシステムを構築しつつある。

このシステムは、GMES(Global 

Monitoring for Environment 

and Security) と呼ばれ、当面は、

陸域観測、海洋観測および緊急

対応の 3 つの中核業務を 2008 年

頃までに開始する予定である 15)。

GMES は、全球地球観測システ

ム (GEOSS) に対する欧州の貢献

としても位置付けられており、ア

ジア、アフリカ等の発展途上国へ

の人道支援も対象としている。

　欧州委員会は、利用者要求の

取りまとめ、運営体制の構築を

担当し、ESA は、センチネルと

呼ばれるシリーズ衛星およびその

運用施設を開発する。広範なデー

タ要求に応えるため、欧州各国政

府や民間の地球観測衛星のデータ

も利用されることになっている。

EU の第７次フレームワーク計画

(FP7：2007 ～ 2013 年 ) で は、

宇宙分野に約 14.3 億ユーロの資

金が拠出され、その内約 85％の

12 億ユーロが GMES に充当され

る。この資金の内、約 7.8 億ユー

ロがセンチネル衛星の開発等のた

めに ESA に提供される 16)。また、

ESA の枠組みでは、2007 年 9 月、

センチネル衛星開発の次フェーズ

への移行が承認され、約 5 億ユー

ロが ESA 加盟国から ESA に提

供されることになった 17)。

　センチネル１シリーズは、C バ

ンド合成開口レーダを搭載し、陸

域観測、海洋観測および緊急対応

のために使用される 18 ～ 20)。セン

チネル 2 シリーズは、マルチス

ペクトル光学センサを搭載し、陸

域観測および緊急対応のために使

用される。センチネル 1 および 2

シリーズの初号機は各々、2011

年および 2012 年頃に打ち上げら

れる予定である。
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図表 9　GMES の緊急対応業務

出典：参考文献 15）

5  アジアにおける国際協力の動向 ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●

　｢ だいち ｣ の観測データは、被

害状況把握のため、｢ センチネル・

アジア ( アジアの監視員 )｣ と言う

枠組みで、アジア地域諸国にも提

供されている。欧州宇宙機関等が

主導する ｢ 国際災害チャーター ｣

の枠組みでも観測データが提供さ

れている。さらに、国連加盟国に

対し、防災のための宇宙技術の利

用機会を提供するとともに、人材

育成を行うことを目的として、国

連のプロジェクトが立ち上げられ

ており、さまざまな枠組みで宇宙

技術の防災への利用が推進されつ

つある。

５‐１

国際災害チャーター

　科学技術動向 2006 年 7 月号ト

ピックス 21) で紹介されたが、国

際災害チャーターは、地球観測衛

星を災害による被害状況の把握に

活用するため、欧州宇宙機関、フ

ランス国立宇宙センターおよびカ

ナダ宇宙庁が、2000 年 10 月に設

立した 22)。地球観測衛星を運用す

る宇宙機関が参加機関となる資格

があり、我が国は、｢ だいち ｣ を

運用する JAXA が参加機関となっ

ている。

　参加機関間での資金の授受は無

く、参加機関が、ボランティアベー

スで観測データを提供する。イン

ド宇宙研究機関、米国海洋大気

庁、アルゼンチン国家宇宙活動委

員会、米国地質調査所、英国国立

宇宙センターおよび中国国家航天

局も参加しており、参加機関は計

10 機関である。

　参加機関が所属する国の政府

の防災担当機関等が、国際災害

チャーターに対しデータ取得を要

請できる指定ユーザとなる。我が

国は、内閣府が指定ユーザとなっ

ている 23)。参加機関以外の国に

発生した災害については、国連等

がデータ取得を要請する場合があ

り、実際、アジア地域で発生した

自然災害に対し国際災害チャー

ターを発動した事例もある。

　国際災害チャーターでは、地球

観測データのほか、被災地の地球

観測データをベースにして、被災

地の被害状況を地図上に表した情

報（以下、｢ 被害地図 ｣）も提供し

ている。地球観測データを直接提

供する場合に比べ、被害地図作成

のために追加の処理時間を要する

が、被害状況の把握のためには有

益な情報であると考えられる。

５‐２

センチネル・アジア

　センチネル・アジアは、JAXA

が、2005 年 10 月に開催された

第 12 回アジア太平洋地域宇宙機

関 会 議 (APRSAF) 注 ）に お い て、

アジアにおける衛星による防災シ

ステムの構築を提案し、第 1 ス

テップとして参加機関が運用する

地球観測衛星の観測画像をイン

ターネット経由で提供するシステ

ムを提案した 24) ところ、多くの

機関から賛同が得られ、共同プロ

ジェクトとして発足した。なお、

我が国は、従来、アジア地域にお

けるリモートセンシング技術者の

育成に貢献してきており、センチ

ネル･アジアでは、防災関連の人

材育成を行っている。

　2006 年 10 月から運用を開始

しており、｢ だいち ｣ の画像デー

タおよび関連する地理情報がイ

ンターネット経由で提供されて

いる。2007 年 9 月の時点でアジ

ア・オセアニア地域の 20 カ国 51

機関および 8 国際機関が、この

プロジェクトに参加しており 25)、

アジア・オセアニア諸国の関心

は高いと言える ( 図表 10 )。な

地球観測衛星
運用機関

現場観測
ネットワーク

（降雨、地震等）

　他の GMES 業務

　・海洋
　・大気
　・陸域
　・安全保障等

緊急対応業務

　プロダクト

　・災害発生前の　
地図情報

　・災害発生後の　
地図情報

利用者からの
データ要求

　緊急対応業務では、地震・洪水

等の災害が発生した際、被害状況

の把握、救助活動の支援等のため、

地球観測データおよび現場観測

データを統合した地図情報が提供

される。災害発生前の地図情報は、

災害リスクの識別等のために使用

され、衛星観測データの取得時等

に更新される。災害発生時には、

被災後に得られた地球観測データ

および現場観測データを統合した

地図情報が毎日提供され、被害状

況の把握、救助活動等に利用され

る ( 図表 9 )。
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■ 用 語 説 明 ■

Sentinel AsiaSentinel Asia

APRSAF1)

Web-GIS

Digital Asia

/ Web-GIS

ADRC6)
25

UN/ESCAP2) UN/OOSA3)

ASEAN4) AIT5)

JPT
20 51 8

2007 9

1)

6)

2)

3)

4)

5)

1）アジア太平洋地域宇宙機関会議
2）国連アジア太平洋経済社会委員会
3）国連宇宙局
4）東南アジア諸国連合事務局
5）アジア工科大学院大学

6）アジア防災センター

注　アジア太平洋地域宇宙機関会議（APRSAF）：アジア太平洋地域における宇宙利用の促進を目的として、この地
域の宇宙機関や宇宙利用ニーズを有する行政機関・国際機関の参加の下、各国の宇宙活動や将来計画に関する情報交換、

ならびに具体的な協力活動の構築に向けた議論を行う国際会議である。1992年のアジア太平洋国際宇宙年会議（APIC）

での閉会宣言における日本からの開催提案を契機に、1993年より、ほぼ毎年開催されている。第13回会合は、文部科学省、

JAXA、インドネシア研究技術省（RISTEK）およびインドネシア国立航空宇宙研究所（LAPAN）の共催の下、2006年12月、イ

ンドネシアのジャカルタで開催された。第14回会合は、インド宇宙研究機関(ISRO)との共催の下、2007年11月にインドで

開催された。

図表 10　センチネル・アジアの枠組み

出典：JAXA

赤外放射 2 型では、雲による影

響を考慮しない場合、3 日以内で

の実施が、またオフナディア角が

可変で、雲による影響を受けない

フェーズドアレイ方式 L バンド

合成開口レーダでは、5 日以内の

実施が可能である。衛星 1 機のみ

では限界があり、災害発生後短時

間での被災地の観測を常時実現す

るためには、複数衛星による観測

体制の構築が必要になる。

　アジアでは、ブロードバンドが

普及していない地域もあり、その

様な地域では、大容量画像データ

の迅速なダウンロードが困難なた

め、解像度を下げた画像データの

提供も行われている。超高速イン

ターネット衛星 ｢ きずな ｣ は、日本

以外のアジア地域にも超高速イン

ターネット機能を提供できる 14)。

センチネル･アジアの第 2 ステッ

プでは、｢ きずな ｣ が利用に供さ

れるため、この様な地域における

大容量データ伝送の問題を解消す

ることができるようになる。

　｢ き ず な ｣ は、10 本 の ビ ー ム

がアジアの主要都市 ( ソウル、北

京、上海、香港、マニラ、バンコ

ク、バンガロア、クアラルンプー

ル、シンガポール、ジャカルタ )

をカバーしており、我が国との間

で高速インターネット通信を可能

とする。降雨による影響を考慮し、

これら主要都市に直径 1.2 ｍ級の

地上局アンテナを設置・使用した

場合、最大約 155Mbps の伝送速

度で災害情報の提供が可能になる

(図表 12)。

　現状では、迅速な災害情報の

提供のため、被災地の画像デー

お、センチネル・アジアに関する

情報提供等のために HP が開設さ

れている (http://dmss.tksc.jaxa.

jp/sentinel/)。

　アジア防災センターが、加盟国

および共同プロジェクト参加機関

からの緊急観測要求の受付窓口と

なり、JAXA に緊急観測の実施を

要求する。JAXA は緊急災害観測

を実施して画像データをセンチネ

ル・アジアのサーバ（http://arrs.

adrc.or.jp/adrc/MyMap/adrc/

index.jsp）に登録する。アジア防

災センター加盟国および共同プロ

ジェクト参加機関はインターネッ

ト経由でこのサーバから画像デー

タ等の災害情報を入手する ( 図表 

11 )。なお、「だいち」のみによる

被災地の緊急観測は、ポインティ

ング機能を有する高性能可視近
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図表 11　｢ だいち ｣ 緊急災害観測・災害情報の流れ

図表 12　｢ きずな (WINDS)｣ のセンチネル・アジアへの利用

出典：JAXA

出典：JAXA

ALOS

ALOS

ALOS

WINDS

155Mbps 

５‐３

中国および国連の動向

　中国は、地震 ･ 洪水・台風等

の自然災害により多くの被害を

受 け て お り、2006 年 10 月 に

発表した宇宙白書 28、29) におい

て、地球観測衛星を防災にも活

用 す る こ と と し て い る。2007

年 に は 国 際 災 害 チ ャ ー タ ー に

参 加 し、 さ ら に、 オ ー ス ト リ

ア、ドイツおよびインドととも

に国連に働きかけた結果、地球

観測衛星、気象衛星、航行測位

衛星等の宇宙技術を防災に活用

す る た め、UN SPIDER(United 

Nations Platform for Space-

based Information for Disaster 

Management and Emergency 

Response) と言うプロジェクトを

立ち上げることが、2006 年 12 月、

国連総会において決定された 30)。

アルジェリア、アルゼンチン、イ

タリア、モロッコ、ナイジェリア、

ルーマニア、ロシア、スイスおよ

びトルコが、このプロジェクトに

対し支援を表明している。

タが提供されているが、国際災害

チャーターで提供されている被害

地図は、被害状況の把握に有効な

手段であると考えられる。この様

な情報もセンチネル・アジアで提

供できれば、さらにアジア地域の防

災活動に貢献すると考えられる。

　アジアでは、森林火災や洪水に

よる被害も多い。森林火災監視の

ため米国航空宇宙局 (NASA) の

MODIS のデータが利用され、森

林火災発生場所と推定されるホッ

トスポットの情報が提供されてい

る。我が国が開発した降雨レーダ

を搭載する NASA の熱帯降雨観

測衛星からの観測データが提供さ

れ、豪雨、洪水等の予測に貢献し

ている。アジアでは台風による被

害も多いため、我が国気象庁の

｢ ひまわり ｣ のデータも提供され

ている。

　インド、タイ等の観測衛星の

データも提供される予定である。

インドは宇宙開発分野で大きく進

展しており、2007 年 1 月には、

分解能 1m のパンクロマチック光

学センサを搭載した地球観測衛星

を打ち上げている。タイは、欧州

からの技術支援を受けて小型地球

観測衛星を開発している。センチ

ネル・アジアの発展・強化のため、

我が国以外の参加国の地球観測衛

星のデータが提供される意義は大

きい。

　小型衛星の利点の一つは、開発

費が相対的に安価なことであり、

今後は地球観測への利用が期待さ

れており 26)、アジア諸国の関心

は高い。なお、センチネル・アジ

アとは直接関係無いが、タイ以外

の小型衛星の事例としては、英国

サリー・サテライト・テクノロジー

社が、災害による被害状況の把握

のために重量約 70 ～ 130kg の

小型衛星を製作し、アルジェリア、

トルコ、中国、ナイジェリア等に

提供している 27)。
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　我が国が地球観測衛星の防災へ

の応用においてアジア諸国との国

際協力を推進し、アジア諸国との

友好関係を維持・強化することは、

我が国の国益にも資する。アジア

における防災衛星システムとなり

つつあるセンチネル・アジアにお

いて、我が国の宇宙技術を活用し、

アジアにおける宇宙外交を推進す

るための提言を以下にまとめる。

(１）宇宙分野における科学技術

外交戦略の立案・推進
　 欧 州 主 導 の 国 際 災 害 チ ャ ー

ター、国連主導の UN SPIDER、

アジア太平洋地域宇宙機関会議

(APRSAF) 主導のセンチネル･ア

ジアとさまざまな枠組みで、宇宙

技術の防災への利用が推進されて

いる。

　我が国では、2007 年 6 月 7 日

開催の総合科学技術会議におい

て、科学技術外交の推進に関する

ワーキンググループが設置され、

環境問題が議論されている 31)。

　宇宙分野についても、国として

総合的な見地から我が国の科学技

術外交戦略を立案・推進すること

が望まれる。

(２）国際災害チャーターと

　 センチネル・アジアとの

　 間の連携関係の構築
　国際災害チャーターは、災害に

よる被害状況の把握のため、地球

観測衛星を運用する国々の間で観

測データを相互に提供する仕組

みである。この様な衛星を所有

していないアジア諸国は国際災害

チャーターに参加し、観測データ

の提供を要請することができな

い。現状では、国連機関等が発動

した場合にのみ、観測データが取

得される。

　センチネル・アジアでは、我が

国の ｢ だいち ｣ および「ひまわり」

に加え、インド、タイ等の衛星の

観測データが提供されるが、災害

発生時の迅速な対応のためにも、

EU の GMES と同様に、観測デー

タ提供源の多様化を図ることが望

ましい。

　国際災害チャーターとセンチネ

ル・アジアとの間で相互にデータ

が提供できるようにするため、新

たに連携関係を構築することが望

まれる。

(３）地球観測衛星および超高速

　 インターネット衛星後継機

の研究開発の継続
　センチネル･アジアは、地球観

測衛星の保有が参加の前提条件と

なっていないため、自然災害によ

り多くの被害を受けているアジア

諸国にとって参加しやすい形態で

あると言える。中国からも中国国

立防災センターおよび北京師範大

学が参加している。また、東南ア

ジア諸国連合事務局、国連アジア

太平洋経済社会委員会、国連宇宙

局と言った国際機関も参加してい

る。センチネル･アジアは、防災

と言う限られた分野ではあるが、

我が国がリーダーシップを発揮

し、我が国の顔が見える形で推進

している国際協力プロジェクトで

ある。

　今後とも、我が国のリーダー

シップの下、センチネル・アジア

を発展・強化し、アジア諸国との

友好関係を維持・強化するために、

我が国の貢献である陸域観測技術

衛星 ｢ だいち ｣ および超高速イン

ターネット衛星 ｢ きずな ｣ の後継

機の研究開発を継続する必要があ

る。

(４）アジアにおける

　 小型衛星開発協力の推進
　JAXA は、産学官連携の一環と

して、我が国の研究機関・民間等

に対し、5 ～ 50kg 程度の小型衛

星の H-IIA ロケットによる打上げ

機会を提供している。

　我が国では、超小型科学衛星

｢ れいめい ｣ の開発およびオーロ

ラの観測に成功した実績があり、

また 500kg 級の小型科学衛星共

通バスも検討されている。一方、

アジアにおける小型衛星開発で

は、欧州等との協力による事例が

多く、我が国は、ベトナム等との

間で協力を開始したばかりであ

る。アジア諸国との小型衛星開発

協力において、我が国のプレゼン

スは低いと言える。

　衛星データの多様化によるセン

チネル・アジアの強化のためにも、

我が国のプレゼンスの向上のため

にも、アジア諸国に対し、センチ

ネル・アジアへの協力を条件とし

て、小型衛星の打上げ機会を提供

するとともに、小型衛星開発協力

を推進する必要がある。
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